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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
【第4回全体検討会資料からの変更点】
◆地域の特性を生かした再生可能エネルギーの導入
1つ目の施策「地域の特性に応じたビジネスモデル検討」に具体例として、「市民風車や大口需要家の地方誘致など」の具体例を追加（伴委員対応）
「太陽光発電等設置・運用事業者の公募等による公共施設への導入促進」の施策を追加（伴委員対応）
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
◆発電の建設・運用における低炭素化
4つ目の施策「電力システムの再構築に応じた火力発電の設備容量・発電量の検討及び電力システムの再構築」（第4回）を
「火力発電の設備容量・発電量の検討及び電力システムの再構築」（第5回）（荻本委員対応）
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